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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．第６期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

    ３．第５期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりま

せん。 

４．第４期及び第５期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

５．当社は平成16年９月22日付で株式１株につき５株の株式分割及び平成17年７月29日付で株式１株につき３

株の株式分割を行っております。なお、第５期中間連結会計期間の１株当たり中間純利益は、平成17年７

月29日付の株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成16年 
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年 
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成18年 
５月１日 
至平成18年 
10月31日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
５月１日 
至平成18年 
４月30日 

売上高 （千円） － 758,021 974,796 832,276 1,706,793 

経常利益 （千円） － 167,710 189,636 103,152 405,021 

中間（当期）純利益 （千円） － 94,850 109,462 70,300 224,120 

純資産額 （千円） － 447,343 2,112,664 360,492 1,951,738 

総資産額 （千円） － 736,474 2,494,991 610,816 2,431,729 

１株当たり純資産額 （円） － 14,337.92 55,900.14 33,893.50 53,989.99 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
（円） － 3,040.09 2,955.34 6,213.74 6,732.50 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
（円） － － 2,590.04 － 5,589.41 

自己資本比率 （％） － 60.7 83.4 59.0 80.3 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（千円） － △121,971 △255,625 203,461 45,205 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（千円） － △28,947 △45,795 △47,093 △72,200 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（千円） － － 20,800 83,600 1,360,448 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
（千円） － 129,031 1,332,782 279,950 1,613,403 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

35 

(2) 

50 

(5) 

33 

(4) 

47 

(2) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第５期中間会計期間より中間財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。

３．当社は、配当を行っておりませんので、１株当たり配当額につきましては、それぞれ記載しておりません。

４．第４期及び第５期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。 

５．当社は平成16年９月22日付で株式１株につき５株の株式分割及び平成17年７月29日付で株式１株につき３

株の株式分割を行っております。なお、第５期中間会計期間の１株当たり中間純利益は、平成17年７月29

日付の株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成16年 
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年 
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成18年 
５月１日 
至平成18年 
10月31日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
５月１日 
至平成18年 
４月30日 

売上高 （千円） － 750,280 955,362 780,025 1,671,566 

経常利益 （千円） － 170,528 184,590 93,539 397,040 

中間（当期）純利益 （千円） － 97,316 105,645 63,918 219,617 

資本金 （千円） － 199,300 784,200 199,300 773,800 

発行済株式総数 （株） － 31,200 37,245 10,400 36,150 

純資産額 （千円） － 444,424 2,068,296 355,108 1,941,850 

総資産額 （千円） － 731,987 2,412,980 598,720 2,418,501 

１株当たり純資産額 （円） － 14,244.37 55,532.18 33,375.77 53,716.47 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
（円） － 3,119.12 2,852.28 5,577.23 6,597.22 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
（円） － － 2,499.72 － 5,477.10 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 60.7 85.7 59.3 80.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

34 

(2) 

47 

(4) 

32 

(4) 

46 

(2) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、医療機器及び通信機器の販売並びに当該機器とインターネットを活用した健康情報

管理サービスを提供するクリノグラフィ株式会社の株式を新たに取得し、子会社化したことにより、連結子会社が１

社増加しております。 

 また、これに伴い当社グループの事業の種類別セグメントとして、新たにヘルスケアコミュニケーション事業を追

加しました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２．平成19年１月に本社を東京都文京区に移転しております。 

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合 
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

クリノグラフィ㈱ 
（注）１．２ 

東京都中央区 50 
ヘルスケアコミ
ュニケーション
事業 

51.0 

親会社である当社

から役員及び従業

員の出向を受け入

れている取引のほ

か、当社に経理関

係業務等を委任し

ております。 

また、当社がサー

ビスを提供する 

「CapTool－EBMソ

リューション」の

カテゴリーにおい

て、受託している

臨床試験に用いる

医療機器等の情報

管理を委託してお

ります。 

役員の兼任３名、

従業員の出向１名

があります。 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社

からの派遣社員を含みます。）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）    従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パート

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）

は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年10月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

エビデンスソリューション事業 36 (4) 

サイトサポート事業 1 (1) 

セルサイエンス事業 1 (0) 

ヘルスケアコミュニケーション事業 2 (0) 

全社（共通） 10 (0) 

合計 50 (5) 

  平成18年10月31日現在

従業員数（人） 47   （4）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰による素材価格上昇等のマイナス要因はあったもの

の、企業業績改善に伴い設備投資が引き続き堅調に推移したことに加え、雇用者所得も緩やかな増加を続ける中、

個人消費が徐々に拡大する等、景気は拡大基調になってまいりました。 

 このような状況の下、当社グループは基幹ソフトである「CapTool」の機能追加や「CapTool－PMS」のバージョ

ンアップによる顧客満足度及び利便性の向上を求めたサービスの充実に注力いたしました。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は974百万円（前年同期比28.6％増）となり、営業利益は187百万円（同

12.3％増）、経常利益は189百万円（同13.1％増）、中間純利益は109百万円（同15.4％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

 ① エビデンスソリューション事業 

 コアカテゴリーである「CapTool－EBMソリューション」で受託している試験数の増加に加え、前連結会計年度

に受託した大型案件が売上に寄与するとともに、効率的な事業運営により固定費の増加等を抑制したことが功を

奏し、その結果、エビデンスソリューション事業の売上高は936百万円（同41.1％増）、営業利益は351百万円

（同43.8％増）となりました。 

② サイトサポート事業 

 当中間連結会計期間においては、セントラルＩＲＢ等の大型案件を１件受託したことに加え、小口案件も継続

的に受託したことに伴い増収となり、その結果、サイトサポート事業の売上高は19百万円（同151.1％増）、営

業利益は3百万円（前年同期は6百万円の営業損失）となりました。 

   ③ セルサイエンス事業 

 プロケプト、マジコール等の商品販売が売上高に寄与するものの、前中間連結会計期間において売上高及び営

業利益に大きく寄与したマジコールに係るイニシャル・ロイヤリティが当中間連結会計期間では寄与しないこと

等を要因とし、その結果、セルサイエンス事業の売上高は19百万円（同77.7％減）となり、営業損失を17百万円

（前年同期は33百万円の営業利益）計上するにいたりました。 

④ ヘルスケアコミュニケーション事業 

 ヘルスケアコミュニケーション事業は平成18年９月に新たに株式を取得し連結子会社化したクリノグラフィ株

式会社が行っている事業であり、当下半期以降の業績に寄与してまいります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益を189

百万円（前年同期比13.1％増）獲得したことに加え、株式上場時に行った公募増資による株式の発行による収入が

大きく寄与し、前中間連結会計期間末に比べ1,203百万円増加（同932.9％増）し、当中間連結会計期間末1,332百

万円となりました。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、使用した資金は255百万円（同109.6％増）となりました。 

これは主に法人税等の支払額の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は45百万円（同58.2％増）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得及び保証金の差入による支出並びに連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取

得による収入によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、獲得した資金は20百万円（前年同期は獲得、使用ともなし）となりました。 

これは、株式の発行による収入によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．ヘルスケアコミュニケーション事業は平成18年９月に新たに株式を取得し連結子会社化したクリノグラフィ

株式会社が行っている事業であり当下半期より生産を開始する予定であるため、前年同期比は記載しており

ません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．ヘルスケアコミュニケーション事業は平成18年９月に新たに株式を取得し連結子会社化したクリノグラフィ

株式会社が行っている事業でありますので、前年同期比は記載しておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．当社の中核事業であるエビデンスソリューション事業では、顧客が学会、研究会、特定公益法人及び大学等

が中心であり、手続きが多岐に渡ることを背景に契約までに時間を要する案件も散見されます。一方、顧客

は早期に臨床試験を開始したいとのニーズが強く、当社に対し契約を締結することを前提に試験の開始を要

請する場合があります。そこで当社では、契約が締結される時期以前より契約が締結されることを前提とし

てサービス活動を行っておりますので、原価計算を精緻に行う必要性を鑑み、毎週取締役及び常勤監査役が

出席し開催する経営会議（前連結会計年度までは管理職以上が参加し毎週開催していた企画会議）におい

て、契約が締結可能であるかどうかを十分協議の上、間違いなく契約できると判断した試験に付き、受注と

して認識しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前年同期比（％） 

エビデンスソリューション事業 

（千円） 
936,022 141.1 

サイトサポート事業 

 （千円） 
19,434 251.1 

セルサイエンス事業 

 （千円） 
19,340 22.3 

ヘルスケアコミュニケーション事業 

 （千円） 
－ － 

合計      （千円） 974,796 128.6 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

エビデンスソリューション事業 708,342 30.9 3,109,733 113.7 

サイトサポート事業 16,937 85.4 13,050 53.0 

セルサイエンス事業 9,514 24.0 2,134 426.8 

ヘルスケアコミュニケーション事業 40,570 － 40,570 － 

合計 775,364 33.0 3,165,488 114.7 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．ヘルスケアコミュニケーション事業は平成18年９月に新たに株式を取得し連結子会社化したクリノグラフィ

株式会社が行っている事業であり当下半期より販売を開始する予定であるため、前年同期比は記載しており

ません。 

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

なお、相手先は各連結会計期間において販売実績が10％以上の先を記載しておりますが、当該相手先が当該

中間連結会計期間以外の中間連結会計期間において販売実績が10％未満の場合の場合も記載しております。

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前年同期比（％） 

エビデンスソリューション事業 

（千円） 
936,022 141.1 

サイトサポート事業 

 （千円） 
19,434 251.1 

セルサイエンス事業 

 （千円） 
19,340 22.3 

ヘルスケアコミュニケーション事業 

 （千円） 
－ － 

合計      （千円） 974,796 128.6 

相手先 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日  
    至 平成17年10月31日）  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円）  割合（％）  

財団法人国際協力医学研究振興財団 280,689 28.8 － － 

財団法人日本心臓財団 193,173 19.8 38,145 5.0 

Ｊ－ＰＲＥＤＩＣＴ 191,180 19.6 － － 

財団法人日本ワックスマン財団 122,125 12.5 286,135 37.7 

株式会社応微研 － － 86,095 11.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  当社グループは、学会・研究会や医師等が行う大規模臨床試験におけるデータの品質向上に寄与するため、主と

してＥＤＣサービスの分野で当社の事業の中核である臨床試験支援管理システム「CapTool」の更なるバージョンア

ップのための研究を継続して進めております。また並行して過冷却装置の改良及び装置の応用に着手しておりま

す。当中間連結会計期間におきましては、「CapTool」のバージョンアップ試行及び機能追加検討並びに過冷却装置

の改良及び応用等の試行を行いました。この結果、当中間連結会計期間の研究開発費は9,331千円となりました。な

お、セグメントごとの研究開発費は以下のとおりであります。 

（１）エビデンスソリューション事業 

当社の事業の中核である臨床試験支援管理システム「CapTool」の更なるバージョンアップ試行及び機能追

加検討のための研究開発等を実施いたしました。研究開発費の金額は2,420千円であります。 

（２）サイトサポート事業 

該当事項はありません。 

（３）セルサイエンス事業 

過冷却装置の改良の試行及び応用に向けての研究開発等を実施いたしました。研究開発費の金額は6,911

千円であります。 

（４）ヘルスケアコミュニケーション事業 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、業容拡大に伴う従業員数の増加等に対応するため提出会社の本社事務所を、東京都

千代田区から東京都文京区に移転し、拡充を図りました。その設備の状況は次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の( )は臨時従業員数であり、外書しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 

提出会社   

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物 

(千円) 

工具器具 
備品 
(千円) 

ソフトウェ
ア 
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 

(東京都文京区) 
全社共通 本社設備等 13,349 5,659 5,380 24,388 

44 

(4) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年１月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 124,800 

計 124,800 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年１月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 37,245 38,745 
東京証券取引所（マザー

ズ） 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 37,245 38,745 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年12月１日臨時株主総会決議 

 （注）１．平成14年12月１日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年

12月１日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び監査役に対し新株予約権を付与することを決議

しております。発行する新株予約権の個数は、200個（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は普通株

式１株とする。）を上限としております。また、平成14年11月15日開催の取締役会において、株主総会の

承認決議あることを条件に効力が発生する新株予約権200個を付与する決議を行っております。 

２．発行価額は、権利付与後に当社が払込金額を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）または自己株式の処分を行うときは、上記払込金額は次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社は平成16年９月22日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

５．当社は平成17年７月29日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

６．提出日の前月末現在の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、中間会計期間末現在以降新

株予約権を行使した者の新株予約権の数100個及び目的となる株式の数1,500株を減じております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 170 70 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,550 1,050 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（１個当たり） 
50,010 

（１株当たり） 
3,334 

（１個当たり） 
50,010 

（１株当たり） 
3,334 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月３日 
至 平成21年12月２日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（１個当たり） 
発行価格      50,010 
資本組入額     25,005 
（１株当たり） 
発行価格      3,334 
資本組入額     1,667 

（１個当たり） 
発行価格      50,010 
資本組入額     25,005 
（１株当たり） 
発行価格      3,334 
資本組入額     1,667 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時においても、当
社の取締役、監査役もしくは従
業員の地位にあることを要す。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りではない。 
割当てを受けた者が期間中に死
亡した場合、その相続人は１名
に限り権利を継承することがで
きる。 
ただし、再継承はできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他
一切の処分は認められないもの
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後 

払込金額 
＝ 

既発行 

株式数 
× 

調整前 

払込金額
＋ 

新規発行

株式数 
× 

１株当り

払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



② 平成16年４月28日臨時株主総会決議（及び平成16年４月30日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年４月28日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年

４月28日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役、監査役及び従業員並びに関係者に対し新株予約権

を付与することを決議しております。発行する新株予約権の個数は、200個（新株予約権１個当たりの目的

となる株式数は普通株式１株とする。）を上限としております。また、平成16年４月30日開催の取締役会

において、同日付けで新株予約権120個を付与する決議を行っております。 

２．発行価額は、権利付与後に当社が払込金額を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）または自己株式の処分を行うときは、上記払込金額は次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社は平成16年９月22日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

５．当社は平成17年７月29日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 70 70 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,050 1,050 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（１個当たり） 
250,005 

（１株当たり） 
16,667 

（１個当たり） 
250,005 

（１株当たり） 
16,667 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年５月１日 
至 平成26年４月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（１個当たり） 
発行価格     250,005 
資本組入額    125,010 
（１株当たり） 
発行価格      16,667 
資本組入額     8,334 

（１個当たり） 
発行価格     250,005 
資本組入額    125,010 

（１株当たり） 
発行価格      16,667 
資本組入額     8,334 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
新株予約権の割当てを受けた時
に当社の取締役、監査役、もし
くは従業員であった者は、権利
行使時においても、当社の取締
役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要す。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りではない。 
割当てを受けた者が権利行使期
間中に死亡した場合、その相続
人は１名に限り権利を承継する
ことができる。 
ただし、再承継はできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他
一切の処分は認められないもの
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



③ 平成16年４月28日臨時株主総会決議（及び平成17年３月31日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年４月28日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年

４月28日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役、監査役及び従業員並びに関係者に対し新株予約権

を付与することを決議しております。発行する新株予約権の個数は、200個（新株予約権１個当たりの目的

となる株式数は普通株式１株とする。）を上限としております。また、平成17年３月31日開催の取締役会

において、同日付けで新株予約権80個を付与する決議を行っております。 

２．発行価額は、権利付与後に当社が払込金額を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）または自己株式の処分を行うときは、上記払込金額は次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社は平成17年７月29日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 27 27 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 405 405 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（１個当たり） 
250,005 

（１株当たり） 
16,667 

（１個当たり） 
250,005 

（１株当たり） 
16,667 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年５月１日 
至 平成26年４月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（１個当たり） 
発行価格     250,005 
資本組入額    125,010 
（１株当たり）  
発行価格      16,667 
資本組入額     8,334 

（１個当たり） 
発行価格     250,005 
資本組入額    125,010 

（１株当たり） 
発行価格      16,667 
資本組入額     8,334 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
新株予約権の割当てを受けた時
に当社の取締役、監査役、もし
くは従業員であった者は、権利
行使時においても、当社の取締
役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要す。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りではない。 
割当てを受けた者が権利行使期
間中に死亡した場合、その相続
人は１名に限り権利を承継する
ことができる。 
ただし、再承継はできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他
一切の処分は認められないもの
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



④ 平成17年４月16日臨時株主総会決議（及び平成17年４月30日取締役会決議） 

 （注）１．平成17年４月16日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年

４月16日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役、監査役及び従業員並びに社外協力者に対し新株予

約権を付与することを決議しております。発行する新株予約権の個数は、400個（新株予約権１個当たりの

目的となる株式数は普通株式１株とする。）を上限としております。また、平成17年４月30日開催の取締

役会において、同日付けで新株予約権50個を付与する決議を行っております。 

２．発行価額は、権利付与後に当社が払込金額を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）または自己株式の処分を行うときは、上記払込金額は次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社は平成17年７月29日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 35 35 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105 105 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（１個当たり） 
220,002 

（１株当たり） 
73,334 

（１個当たり） 
220,002 

（１株当たり） 
73,334 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月17日 
至 平成27年４月15日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（１個当たり） 
発行価格     220,002 
資本組入額    110,001 
（１株当たり） 
発行価格      73,334 
資本組入額     36,667 

（１個当たり） 
発行価格     220,002 
資本組入額    110,001 
（１株当たり） 
発行価格      73,334 
資本組入額     36,667 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
新株予約権の割当てを受けた時
に当社の取締役、監査役、もし
くは従業員であった者は、権利
行使時においても、当社の取締
役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要す。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りではない。 
割当てを受けた者が権利行使期
間中に死亡した場合、その相続
人は１名に限り権利を承継する
ことができる。 
ただし、再承継はできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他
一切の処分は認められないもの
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



⑤ 平成17年４月16日臨時株主総会決議（及び平成17年４月30日取締役会決議） 

 （注）１．平成17年４月16日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年

４月16日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役、監査役及び従業員並びに関係者に対し新株予約権

を付与することを決議しております。発行する新株予約権の個数は、400個（新株予約権１個当たりの目的

となる株式数は普通株式１株とする。）を上限としております。また、平成17年４月30日開催の取締役会

において、同日付けで新株予約権168個を付与する決議を行っております。 

２．発行価額は、権利付与後に当社が払込金額を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）または自己株式の処分を行うときは、上記払込金額は次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 ４．当社は平成17年７月29日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 164 164 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 492 492 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（１個当たり） 
220,002 

（１株当たり） 
73,334 

（１個当たり） 
220,002 

（１株当たり） 
73,334 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月17日 
至 平成27年４月15日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（１個当たり） 
発行価格     220,002 
資本組入額    110,001 
（１株当たり） 
発行価格      73,334 
資本組入額     36,667 

（１個当たり） 
発行価格     220,002 
資本組入額    110,001 
（１株当たり） 
発行価格      73,334 
資本組入額     36,667 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
新株予約権の割当てを受けた時
に当社の取締役、監査役、もし
くは従業員であった者は、権利
行使時においても、当社の取締
役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要す。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りではない。 
割当てを受けた者が権利行使期
間中に死亡した場合、その相続
人は１名に限り権利を承継する
ことができる。 
ただし、再承継はできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他
一切の処分は認められないもの
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



⑥ 平成17年４月16日臨時株主総会決議（及び平成17年７月14日取締役会決議） 

 （注）１．平成17年４月16日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年

４月16日臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役、監査役及び従業員並びに関係者に対し新株予約権

を付与することを決議しております。発行する新株予約権の個数は、400個（新株予約権１個当たりの目的

となる株式数は普通株式１株とする。）を上限としております。また、平成17年７月14日開催の取締役会

において、平成17年７月22日付けで新株予約権182個を付与する決議を行っております。 

２．発行価額は、権利付与後に当社が払込金額を下回る払込金額で新株式の発行（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く）または自己株式の処分を行うときは、上記払込金額は次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社は平成17年７月29日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 182 182 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 546 546 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（１個当たり） 
220,002 

（１株当たり） 
73,334 

（１個当たり） 
220,002 

（１株当たり） 
73,334 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月17日 
至 平成27年４月15日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（１個当たり） 
発行価格     220,002 
資本組入額    110,001 
（１株当たり） 
発行価格      73,334 
資本組入額      36,667 

（１個当たり） 
発行価格     220,002 
資本組入額    110,001 

（１株当たり） 
発行価格      73,334 
資本組入額     36,667 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
新株予約権の割当てを受けた時
に当社の取締役、監査役、もし
くは従業員であった者は、権利
行使時においても、当社の取締
役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要す。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りではない。 
割当てを受けた者が権利行使期
間中に死亡した場合、その相続
人は１名に限り権利を承継する
ことができる。 
ただし、再承継はできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他
一切の処分は認められないもの
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

   ２．平成18年11月１日から平成18年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,500株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ2,500,500円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は3,224株であります。

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は703株でありま

す。なお、それらの内訳は、年金信託設定分194株、投資信託設定分509株、その他信託（非課税）設定分700株

となっております。 

 （注）上記資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,237株であります。な

お、それらの内訳は、年金信託設定分794株、投資信託設定分443株となっております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年５月１日～ 

 平成18年10月31日 

  

1,095 37,245 10,400 784,200 10,399 948,324 

  平成18年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大社 聡 東京都豊島区  11,055 29.68 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,224 8.66 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,403 3.77 

資産管理サービス信託銀行株式

会社 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,237 3.32 

井上 實生 大阪府大阪市天王寺区 1,187 3.19 

東京中小企業投資事業有限責任

組合 
東京都渋谷区渋谷３丁目29番22号 1,157 3.11 

株式会社大伸社  
大阪府大阪市東成区深江北２丁目14番１

号 
900 2.42 

大社 紀子 東京都中野区 795 2.13 

安部 則孝 東京都文京区 769 2.06 

ソネット・エムスリー株式会社 東京都港区芝大門二丁目５番５号 750 2.01 

計 － 22,477 60.35 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  37,245 37,245 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 37,245 － － 

総株主の議決権 － 37,245 － 

  平成18年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

(2）退任役員 

  

月別 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 643,000 584,000 532,000 508,000 494,000 470,000 

最低（円） 350,000 316,000 372,000 418,000 393,000 402,000 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 
（千株） 

就任年月
日 

常勤監査役 － 前田 和弘 昭和21年９月６日生 

昭和54年３月 株式会社関戸電機（現

株式会社セキド）入社 

昭和56年10月 同社取締役就任 

平成５年12月 同社代表取締役専務就

任 

平成17年２月 同社取締役退任 

平成17年４月 当社入社、コーポレー

ト本部経理部長就任 

平成18年10月 当社常勤監査役に就任

（現任） 

－ 
平成18年 

10月31日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常勤監査役 － 奥田 忠男 平成18年10月31日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）の中間財務諸

表については中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成

18年10月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の

中間財務諸表についてはあらた監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  あらた監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     179,031     1,382,782     1,663,403   

２．受取手形及び売掛
金 

    358,452     768,602     513,571   

３．たな卸資産     51,941     63,052     32,840   

４．繰延税金資産     38,309     37,155     40,348   

５．その他     5,633     18,692     36,202   

流動資産合計     633,368 86.0   2,270,285 91.0   2,286,366 94.0 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※   18,443     63,500     28,147   

２．無形固定資産                     

(1) ソフトウェア   49,396     69,514     59,788     

(2) その他   17,900 67,296   5,320 74,834   － 59,788   

３．投資その他の資産     17,367     86,372     57,427   

固定資産合計     103,106 14.0   224,706 9.0   145,362 6.0 

資産合計     736,474 100.0   2,494,991 100.0   2,431,729 100.0 

            

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金     75,714     144,340     126,655   

２．未払金     24,880     53,825     51,655   

３．未払法人税等     99,447     83,891     182,946   

４．前受金     62,198     84,794     63,156   

５．その他     26,890     15,474     55,576   

流動負債合計     289,131 39.3   382,326 15.3   479,991 19.7 

負債合計     289,131 39.3   382,326 15.3   479,991 19.7 
            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記番
号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     199,300 27.1   － －   773,800 31.8 

Ⅱ 資本剰余金     137,300 18.6   － －   937,925 38.6 

Ⅲ 利益剰余金     110,743 15.0   － －   240,012 9.9 

資本合計     447,343 60.7   － －   1,951,738 80.3 

負債資本合計    736,474 100.0   － －   2,431,729 100.0 

            
            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     － －   784,200 31.4   － － 

２ 資本剰余金     － －   948,324 38.0   － － 

３ 利益剰余金     － －   349,475 14.0   － － 

株主資本合計     － －   2,082,000 83.4   － － 

Ⅱ 少数株主持分     － －   30,664 1.3   － － 

純資産合計     － －   2,112,664 84.7   － － 

負債純資産合計     － －   2,494,991 100.0   － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     758,021 100.0   974,796 100.0   1,706,793 100.0 

Ⅱ 売上原価     367,804 48.5   504,616 51.8   813,529 47.7 

売上総利益     390,216 51.5   470,180 48.2   893,263 52.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   223,223 29.5   282,703 29.0   478,946 28.0 

営業利益     166,993 22.0   187,476 19.2   414,316 24.3 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   15     131     46     

２．負ののれん償却額   －     1,915     －     

３．受取補償金   －     －     4,250     

４．消費税免税益   －     －     992     

５. 雑収入   701 716 0.1 113 2,160 0.2 41 5,329 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

１．新株発行費   － － － － － － 14,623 14,623 0.9 

経常利益     167,710 22.1   189,636 19.4   405,021 23.7 

Ⅵ 特別損失                     

１．固定資産除却損 ※２ －     －     3,699     

２．本社移転費用   －     －     7,100     

３. 臨時償却費 ※３ － － － － － － 2,602 13,402 0.8 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    167,710 22.1   189,636 19.4   391,619 22.9 

法人税、住民税及
び事業税 

  96,863     74,027     195,932     

法人税等調整額   △24,003 72,859 9.6 6,147 80,174 8.2 △28,433 167,499 9.8 

中間（当期）純利
益 

    94,850 12.5   109,462 11.2   224,120 13.1 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）                     

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     137,300   137,300 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１．増資による新株式の発行   － － 800,625 800,625 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高     137,300   937,925 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     23,892   23,892 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１．中間（当期）純利益   94,850 94,850 224,120 224,120 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１．役員賞与   8,000 8,000 8,000 8,000 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高     110,743   240,012 

      

 
株主資本 

 少数株主持分  純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年４月30日 残高  
           （千円） 

773,800 937,925 240,012 1,951,738 － 1,951,738 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行 10,400 10,399 － 20,800 － 20,800 

中間純利益 － － 109,462 109,462 － 109,462 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額) 

－ － － － 30,664 30,664 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

10,400 10,399 109,462 130,262 30,664 160,926 

平成18年10月31日 残高 
           （千円） 

784,200 948,324 349,475 2,082,000 30,664 2,112,664 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   167,710 189,636 391,619 

減価償却費   10,002 18,409 23,743 

臨時償却費   － － 2,602 

受取利息   △15 △131 △46 

固定資産除却損   － － 3,699 

新株発行費    － － 14,623 

本社移転費用    － － 7,100 

売上債権の増減額（△：増加）   △267,423 △251,483 △422,542 

たな卸資産の増減額（△：増加）   13,233 △27,898 32,334 

仕入債務の増減額（△：減少）   74,475 16,540 125,605 

未払金の増減額（△：減少）   △8,014 5,700 △752 

前受金の増減額（△：減少）   △73,990 △2,449 △73,032 

役員賞与の支払額    △8,000 － △8,000 

その他   12,913 △27,740 10,733 

小計   △79,108 △79,416 107,689 

利息の受取額   15 146 46 

法人税等の支払額   △42,878 △176,355 △62,530 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △121,971 △255,625 45,205 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   － △50,000 △50,000 

定期預金の払出による収入   － 50,000 50,000 

有形固定資産の取得による支出   △3,892 △60,996 △5,346 

無形固定資産の取得による支出   △24,527 △13,491 △26,909 

貸付けによる支出   △1,000 － － 

貸付金の回収による収入   202 － － 

投資有価証券の取得による支出    － △16,000 △1,500 

保証金の差入による支出   － △27,703 △38,360 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に 
よる収入 

  － 59,914 － 

その他   270 12,480 △84 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △28,947 △45,795 △72,200 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

株式の発行による収入   － 20,800 1,360,448 

財務活動によるキャッシュ・フロー   － 20,800 1,360,448 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△：減少）   △150,919 △280,620 1,333,452 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   279,950 1,613,403 279,950 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※ 129,031 1,332,782 1,613,403 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

クリニカルポーター株式会社  

(1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社の名称 

クリニカルポーター株式会社 

クリノグラフィ株式会社  

 上記のうち、クリノグラフィ

株式会社については、当中間連

結会計期間において新たに株式

を取得したため、連結の範囲に

含めております。 

(1）連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

クリニカルポーター株式会社 

 (2）非連結子会社 

該当する会社はありません。  

(2）非連結子会社 

     同左 

(2）非連結子会社 

     同左 

２．持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。  （１）持分法適用の関連会社数 

該当する会社はありませ

ん。  

（２）持分法を適用していない関連

会社である株式会社プリカー

サは、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外してお

ります。 

（１）持分法適用の関連会社数 

       同左 

（２）持分法を適用していない関連

会社である株式会社プリカー

サは、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。 

 連結子会社のうちクリノグラフィ

株式会社の中間決算日は、９月30日

であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間決算日現在の財務諸表を

使用しております。但し、中間決算

日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行

っております。 

連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

   その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。  

② たな卸資産 

ａ  商品 

移動平均法による原価法

によっております。  

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

   その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。  

② たな卸資産 

ａ  商品 

主に移動平均法による原価

法によっております。  

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

   その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。  

② たな卸資産 

ａ  商品 

移動平均法による原価法

によっております。  

  ｂ  原材料 

総平均法による原価法に

よっております。 

ｂ  原材料 

    同左 

ｂ  原材料  

    同左 

  ｃ  仕掛品  

個別法による原価法によ

っております。 

ｃ  仕掛品  

    同左 

ｃ   仕掛品 

    同左  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。  

但し建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用し

ております。 

なお主な耐用年数は以下のと

おりです。 

 建物       50年 

 工具器具備品 ３～６年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。  

但し建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用し

ております。 

なお主な耐用年数は以下のと

おりです。 

 建物     ８～50年 

 工具器具備品 ３～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。  

但し建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用し

ております。 

なお主な耐用年数は以下のと

おりです。 

 建物       ２年 

 工具器具備品 ２～６年 

 ② 無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

     同左 

② 無形固定資産 

     同左 

 (3）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。  

(3）重要なリース取引の処理方法 

      同左 

(3）重要なリース取引の処理方法 

      同左 

 (4）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(4）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

     同左 

(4）その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

     同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流

動性の高い容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期投資からなっ

ております。 

 同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる

損益への影響はありません。 

   ―――――――――――  当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益への影響はありませ

ん。 

貸借対照表の純資産の部の 

表示に関する会計基準 

―――――――――――  当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は2,082,000千円です。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。  

   ――――――――――― 

 役員賞与に関する会計基

準 

   ―――――――――――  当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 

企業会計基準第４号)を適用してお

ります。これによる損益への影響

はありません。 

   ――――――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

──────────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動におけるキャッシュ・フローの「貸付金の回収による収

入」は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなった

ため「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている「貸付金の

回収による収入」は550千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加1,095株は、新株予約権の権利行使による新株の発行であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年４月30日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

          11,996千円 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

          18,220千円 

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 

            11,810千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

役員報酬 39,800千円

給料手当 45,576千円

業務委託費 26,232千円

役員報酬 50,350千円

給料手当 66,325千円

役員報酬 85,280千円

給料手当 99,597千円

※２． ──────────── ※２． ──────────── ※２．固定資産除却損の内容は次の

とおりです。 

  建物 292千円

工具器具備品 2,107千円

特許権 1,300千円

※３． ──────────── ※３． ──────────── ※３．臨時償却費は本社移転に伴い、

旧社屋の建物備品等の臨時償却

を行ったものであります。 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 （注） 36,150 1,095 － 37,245 

合計 36,150 1,095 － 37,245 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成17年10月31日現在） （平成18年10月31日現在） （平成18年４月30日現在） 

現金及び預金勘定 179,031千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 129,031千円

現金及び預金勘定 1,382,782千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 1,332,782千円

現金及び預金勘定 1,663,403千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 1,613,403千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引  

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 工具器具
備品 

22,435 6,127 16,307 

 ソフトウ
ェア 

1,834 917 917 

合計 24,269 7,044 17,224 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 工具器具
備品 

22,435 13,606 8,829 

 ソフトウ
ェア 

1,834 1,528 305 

合計 24,269 15,134 9,135 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

 工具器具
備品 

22,435 9,866 12,568 

 ソフトウ
ェア 

1,834 1,222 611 

合計 24,269 11,089 13,180 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,034 千円 

１年超 10,226 千円 

合計 18,260 千円 

 １年内 7,069 千円

 １年超 3,157 千円

合計 10,226 千円

１年内 8,229 千円 

１年超 6,062 千円 

合計 14,291 千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,910 千円 

減価償却費相当額 4,044 千円 

支払利息相当額 491 千円 

支払リース料 4,368 千円

減価償却費相当額 4,044 千円

支払利息相当額 303 千円

支払リース料 8,278 千円

減価償却費相当額 8,089 千円

支払利息相当額 890 千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年10月31日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年10月31日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年４月30日） 

 重要性が乏しいため注記を省略しております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成17年10月31日）、当中間連結会計期間末（平成18年10月31日）及び前連結会計年

度末（平成18年４月30日）において、当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項は

ありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）において、当社グループは該当事項は

ありません。 

  

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

関係会社株式   

 非上場株式 1,500 

その他有価証券   

 非上場株式 16,000 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

(1）エビデンスソリューション事業 … 臨床試験実施管理システム「CapTool」を用いた医療用医薬品の臨

床試験の支援 

(2）サイトサポート事業 … 大規模臨床研究等における申請資料の作成・実施の支援 

(3）セルサイエンス事業 … 過冷却保存装置等の医療関連機器の企画・開発・販売 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は116,191千円であり、その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。   

当中間連結会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

(1）エビデンスソリューション事業 … 臨床試験実施管理システム「CapTool」を用いた医療用医薬品の臨

床試験の支援 

(2）サイトサポート事業 … 大規模臨床研究等における申請資料の作成・実施の支援 

(3）セルサイエンス事業 … 過冷却保存装置等の医療関連機器の企画・開発・販売 

(4) ヘルスケアコミュニケーション事業 … 医療機器及び情報通信機器の販売、並びに当該機器とインター

ネットを活用した健康情報管理サービスの提供 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は152,119千円であり、その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

  

エビデンス
ソリューシ
ョン事業 
（千円） 

サイトサポ
ート事業 
（千円） 

セルサイエ
ンス事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 663,570 7,741 86,709 758,021 - 758,021 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
- 17,484 - 17,484 △17,484 - 

計 663,570 25,225 86,709 775,506 △17,484 758,021 

営業費用 419,445 31,901 53,130 504,477 86,549 591,027 

営業利益又は営業損失（△） 244,125 △6,675 33,578 271,028 △104,034 166,993 

  

エビデンス
ソリューシ
ョン事業 
（千円） 

サイトサポ
ート事業 
（千円） 

セルサイ 
エンス事業
(千円)  

ヘルスケア
コミュニケ
ーション事
業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                     

(1）外部顧客に対する売上高 936,022 19,434 19,340 － 974,796 － 974,796 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 936,022 19,434 19,340 － 974,796 － 974,796 

営業費用 584,864 15,480 36,680 824 637,849 149,469 787,319 

営業利益又は営業損失（△） 351,158 3,953 △17,340 △824 336,946 △149,469 187,476 



前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

(1）エビデンスソリューション事業 … 臨床試験実施管理システム「CapTool」を用いた医療用医薬品の臨

床試験の支援 

(2）サイトサポート事業 … 大規模臨床研究等における申請資料の作成・実施の支援 

(3）セルサイエンス事業 … 過冷却保存装置等の医療関連機器の企画・開発・販売 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は252,122千円であり、その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年５月１

日 至平成18年10月31日）及び前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年５月１

日 至平成18年10月31日）及び前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

エビデンス
ソリューシ
ョン事業 
（千円） 

サイトサポ
ート事業 
（千円） 

セルサイエ
ンス事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,579,865 35,227 91,700 1,706,793 － 1,706,793 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 17,484 － 17,484 △17,484 － 

計 1,579,865 52,711 91,700 1,724,277 △17,484 1,706,793 

営業費用 949,580 48,914 77,500 1,075,995 216,481 1,292,476 

営業利益又は営業損失（△） 630,284 3,797 14,199 648,282 △233,965 414,316 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

１株当たり純資産額 14,337.92円

１株当たり中間純利益金額 3,040.09円

   

１株当たり純資産額 55,900.14円

１株当たり中間純利益金額 2,955.34円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
2,590.04円

１株当たり純資産額 53,989.99円

１株当たり当期純利益金額 6,732.50円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
5,589.41円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。  

  当社は、平成17年７月29日付で株式１株につ

き３株の株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前連結会計年度における１株当たり情

報については、以下のとおりです。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。  

１株当たり純資産額 11,297.83円

１株当たり当期純利益金額 2,071.24円

当社は、平成17年７月29日付で株式１株につ

き３株の株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前連結会計年度における１株当たり情

報については、以下のとおりです。 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。  

１株当たり純資産額 11,297.83円

１株当たり当期純利益金額 2,071.24円

  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益      （千円） 94,850 109,462 224,120 

普通株主に帰属しない金額   （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益金額

（千円） 
94,850 109,462 224,120 

期中平均株式数（株） 31,200 37,038 33,289 

  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額 
      

中間（当期）純利益調整額   （千円） － － － 

普通株式増加数        （株） － 5,224 6,808 

 （うち新株予約権） （ －） (5,224) (6,808) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

  株主総会の特別決議日 

  ① 平成14年12月１日 

   （新株予約権200個） 

  ② 平成16年４月28日 

   （新株予約権120個） 

  ③ 平成16年４月28日 

   （新株予約権80個） 

  ④ 平成17年４月16日 

   （新株予約権50個） 

  ⑤ 平成17年４月16日 

   （新株予約権167個） 

  ⑥ 平成17年４月16日 

   （新株予約権182個） 

これらの詳細については、

「第４提出会社の状況 １株

式等の状況(2）新株予約権等

の状況」に記載のとおりで

す。 

該当事項はありません。 同左 



 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

 純資産の部の合計額      （千円） － 2,112,664 － 

純資産の部の合計額から控除する金額   

（千円） 
－ 30,664 － 

（うち少数株主持分） （ －） (30,664) （ －） 

普通株式に係る中間期末（期末）の 

純資産額           （千円） 
－ 2,082,000 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数 （株） 
－ 37,245 － 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

 平成17年10月17日及び平成17年10月28日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成17年11月17日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、平成17年11月17日付で資本金は

773,050千円、発行済株式総数は35,700株と

なっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

② 発行する株式の

種類及び数 

：普通株式 

4,500株 

③ 発行価格 ：１株につき 

330,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき 

305,250円 

この価額は当社が引受人より１株当た

りの新株式払込金として受取った金額

であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の

総額は、引受人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 

255,000円 

(資本組入額 

127,500円) 

⑥ 発行価額の総額 ： 1,147,500千円 

⑦ 払込金額の総額 ： 1,373,625千円 

⑧ 資本組入額の総

額 

：  573,750千円 

⑨ 払込期日 ：平成17年11月17日 

⑩ 配当起算日 ：平成17年11月１日 

⑪ 資金の使途 ：研究開発費、設備資

金等に充当すること

を想定しております

が、具体的な資金需

要が発生するまで

は、安全性の高い金

融商品で運用する予

定であります。 

  該当事項はありません。          同左 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   177,663     1,275,877     1,658,959     

２．受取手形   －     －     5,489     

３．売掛金   349,890     756,416     491,091     

４．たな卸資産   51,941     60,738     32,840     

５．その他   41,957     56,629     77,017     

流動資産合計     621,453 84.9   2,149,662 89.1   2,265,398 93.7 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１ 17,294     62,531     27,322     

２．無形固定資産                     

(1) ソフトウェア   49,396     69,514     59,788     

(2) その他   17,900     5,320     －     

無形固定資産合計   67,296     74,834     59,788     

３．投資その他の資産   25,943     125,952     65,992     

固定資産合計     110,533 15.1   263,318 10.9   153,103 6.3 

資産合計     731,987 100.0   2,412,980 100.0   2,418,501 100.0 

                      

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金   75,714     143,196     126,655     

２．未払金   24,543     50,514     50,678     

３．未払法人税等   98,999     77,134     181,617     

４．前受金   61,659     59,903     63,156     

５．その他 ※２ 26,645     13,936     54,541     

流動負債合計     287,562 39.3   344,684 14.3   476,651 19.7 

負債合計     287,562 39.3   344,684 14.3   476,651 19.7 

            
 



    
前中間会計期間末 

（平成17年10月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     199,300 27.2   － －   773,800 32.0 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   137,300     －     937,925     

資本剰余金合計     137,300 18.8   － －   937,925 38.8 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．中間（当期）未処
分利益 

  107,824     －     230,125     

利益剰余金合計     107,824 14.7   － －   230,125 9.5 

資本合計     444,424 60.7   － －   1,941,850 80.3 

負債資本合計     731,987 100.0   － －   2,418,501 100.0 

            
            
（純資産の部）           
            
Ⅰ 株主資本            
            
  １．資本金     － － 784,200 32.5   － －
            
  ２．資本剰余金           
            
  (1) 資本準備金   －   948,324 －   
            
   資本剰余金合計     － － 948,324 39.3   － －
            
  ３．利益剰余金           
            
  (1) その他利益剰余金           
            
   繰越利益剰余金   －   335,770 －   
            
   利益剰余金合計     － － 335,770 13.9   － －
            
株主資本合計      － － 2,068,296 85.7   － －

            
   純資産合計     － － 2,068,296 85.7   － －
            
   負債純資産合計     － － 2,412,980 100.0   － －
            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     750,280 100.0   955,362 100.0   1,671,566 100.0 

Ⅱ 売上原価     372,324 49.6   500,437 52.4   812,851 48.6 

売上総利益     377,956 50.4   454,924 47.6   858,714 51.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    216,443 28.9   273,227 28.6   466,352 27.9 

営業利益     161,512 21.5   181,697 19.0   392,361 23.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   9,015 1.2   2,893 0.3   19,302 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   － －   － －   14,623 0.9 

経常利益     170,528 22.7   184,590 19.3   397,040 23.8 

Ⅵ 特別損失 ※３   － －   － －   12,665 0.8 

税引前中間（当
期）純利益 

    170,528 22.7   184,590 19.3   384,374 23.0 

法人税、住民税及
び事業税 

  96,542     73,025     194,278     

法人税等調整額   △23,330 73,212 9.7 5,920 78,945 8.2 △29,521 164,757 9.9 

中間（当期）純利
益 

    97,316 13.0   105,645 11.1   219,617 13.1 

前期繰越利益     10,508     －     10,508   

中間(当期)未処分
利益 

    107,824     －     230,125   

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）            

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 

 その他利益剰余金

繰越利益剰余金  

平成18年４月30日 残高  
            （千円） 

773,800 937,925 230,125 1,941,850 1,941,850 

 中間会計期間中の変動額      

新株の発行 10,400 10,399 ― 20,800 20,800 

中間純利益 ― ― 105,645 105,645 105,645 

中間会計期間中の変動額合計    
（千円） 

10,400 10,399 105,645 126,445 126,445 

平成18年10月31日 残高 
            （千円） 

784,200 948,324 335,770 2,068,296 2,068,296 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

  子会社株式 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

  ―――― 
  

  

(1）有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によ

っております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

   同左  

  

  ―――― 
  

  

 (2）たな卸資産 

  商品 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

(2）たな卸資産 

  商品 

   同左 

(2）たな卸資産 

商品 

   同左 

   原材料 

   総平均法による原価法によっ

ております。 

  原材料 

   同左 

原材料 

   同左 

   仕掛品 

   個別法による原価法によって

おります。 

  仕掛品 

   同左 

 仕掛品 

   同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

  定率法によっております。 

   但し建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

   なお主な耐用年数は以下のとお

りです。 

  定率法によっております。 

   但し建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

   なお主な耐用年数は以下のとお

りです。 

  定率法によっております。 

   但し建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

   なお主な耐用年数は以下のとお

りです。 

    建物       50年 

    工具器具備品 ３～６年 

   建物     ８～50年 

    工具器具備品 ３～15年 

   建物       ２年 

    工具器具備品 ２～６年 

 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

(2）無形固定資産 

     同左 

(2）無形固定資産 

     同左 

３．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

     同左         同左 

４．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

     同左 

消費税等の会計処理 

       同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日）)及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れによる損益への影響はありませ

ん。 

―――――――――  当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日）)及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これに

よる損益への影響はありません。 

貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準 

―――――――――  当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は2,068,296千円です。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――――――― 

役員賞与に関する会計基

準 

―――――――――  当中間会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。

これによる損益への影響はありませ

ん。 

――――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

該当事項はありません。     

前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度末 
（平成18年４月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

             11,331千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

17,132千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,931千円 

※２ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税及び仮受消費税は相

殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

      同左 

※２  ───────── 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息   15千円 

経営指導料 9,000千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 130千円 

経営指導料 2,650千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 46千円 

受取補償金 4,250千円 

経営指導料  15,000千円 

※２  ───────── ※２  ───────── ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

新株発行費 14,623千円 

※３  ───────── ※３  ───────── ※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 3,663千円 

本社移転費用  6,400千円 

臨時償却費 2,602千円 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,385千円 

無形固定資産 6,329千円 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 9,055千円 

無形固定資産 9,145千円 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,050千円 

無形固定資産 13,719千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日）、当中間会計期間（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日）及び前事業年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）において、子会社株

式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 工具器具
備品 

22,435 6,127 16,307 

 ソフトウ
ェア 

1,834 917 917 

合計 24,269 7,044 17,224 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 工具器具
備品 

22,435 13,606 8,829 

 ソフトウ
ェア 

1,834 1,528 305 

合計 24,269 15,134 9,135 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

 工具器具
備品 

22,435 9,866 12,568 

 ソフトウ
ェア 

1,834 1,222 611 

合計 24,269 11,089 13,180 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

 １年内 8,034 千円 

 １年超 10,226 千円 

合計 18,260 千円 

 １年内 7,069 千円

 １年超 3,157 千円

合計 10,226 千円

 １年内 8,229 千円

 １年超 6,062 千円

合計 14,291 千円

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,910 千円 

減価償却費相当額 4,044 千円 

支払利息相当額 491 千円 

支払リース料 4,368 千円

減価償却費相当額 4,044 千円

支払利息相当額 303 千円

支払リース料 8,278 千円

減価償却費相当額 8,089 千円

支払利息相当額 890 千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

     同左  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

     同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

     同左 

(5）利息相当額の算定方法 

     同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

１株当たり純資産額 14,244.37円

１株当たり中間純利益金額 3,119.12円

   

１株当たり純資産額 55,532.18円

１株当たり中間純利益金額 2,852.28円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
2,499.72円

１株当たり純資産額 53,716.47円

１株当たり当期純利益金額 6,597.22円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
5,477.10円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。  

  当社は、平成17年７月29日付で株式１株につ

き３株の株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりです。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。  

１株当たり純資産額 11,125.25円

１株当たり当期純利益金額 1,859.07円

当社は、平成17年７月29日付で株式１株につ

き３株の株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりです。 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できない

ため、記載しておりません。  

１株当たり純資産額 11,125.25円

１株当たり当期純利益金額 1,859.07円

  

  
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益      （千円） 97,316 105,645 219,617 

普通株主に帰属しない金額   （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益金額

（千円） 
97,316 105,645 219,617 

期中平均株式数（株） 31,200 37,038 33,289 

  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額 
      

中間（当期）純利益調整額   （千円） － － － 

普通株式増加数        （株） － 5,224 6,808 

 （うち新株予約権） （ －） (5,224) (6,808) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

  株主総会の特別決議日 

  ① 平成14年12月１日 

   （新株予約権200個） 

  ② 平成16年４月28日 

   （新株予約権120個） 

  ③ 平成16年４月28日 

   （新株予約権80個） 

  ④ 平成17年４月16日 

   （新株予約権50個） 

  ⑤ 平成17年４月16日 

   （新株予約権167個） 

  ⑥ 平成17年４月16日 

   （新株予約権182個） 

これらの詳細については、

「第４提出会社の状況 １株

式等の状況(2）新株予約権等

の状況」に記載のとおりで

す。 

該当事項はありません。 同左 



 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

 純資産の部の合計額      （千円） － 2,068,296 － 

純資産の部の合計額から控除する金額   

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の 

純資産額           （千円） 
－ 2,068,296 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数 （株） 
－ 37,245 － 

前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 

至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 

至 平成18年10月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年５月１日 

至 平成18年４月30日） 

 平成17年10月17日及び平成17年10月28日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成17年11月17日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、平成17年11月17日付で資本金は

773,050千円、発行済株式総数は35,700株と

なっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

② 発行する株式の

種類及び数 

：普通株式 

4,500株 

③ 発行価格 ：１株につき 

330,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき 

305,250円 

この価額は当社が引受人より１株当た

りの新株式払込金として受取った金額

であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の

総額は、引受人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 

255,000円 

(資本組入額 

127,500円) 

⑥ 発行価額の総額 ： 1,147,500千円 

⑦ 払込金額の総額 ： 1,373,625千円 

⑧ 資本組入額の総

額 

：  573,750千円 

⑨ 払込期日 ：平成17年11月17日 

⑩ 配当起算日 ：平成17年11月１日 

⑪ 資金の使途 ：研究開発費、設備資

金等に充当すること

を想定しております

が、具体的な資金需

要が発生するまで

は、安全性の高い金

融商品で運用する予

定であります。 

  該当事項はありません。          同左 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第５期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１月２６日

メ ビ ッ ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメビックス株式会社

の平成１７年５月１日から平成１８年４月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年５月１日から平成１７年１０

月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、メビックス株式会社及び連結子会社の平成１７年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年５月１日から平成１７年１０月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月１７日及び平成１７年１０月２８日の取締役会決議に基づき、

平成１７年１１月１７日を払込期日とした新株式の発行を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 昭 夫 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年１月29日

メビックス株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 仲澤 孝宏   

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小林 昭夫   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメビッ

クス株式会社の平成18年５月１日から平成19年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年５月１日から

平成18年10月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、メビックス株式会社及び連結子会社の平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１月２６日

メ ビ ッ ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメビックス株式会社

の平成１７年５月１日から平成１８年４月３０日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成１７年５月１日から平成１７年１０月

３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、メビッ

クス株式会社の平成１７年１０月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年５月１日から平成１７

年１０月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月１７日及び平成１７年１０月２８日の取締役会決議に基づき、

平成１７年１１月１７日を払込期日とした新株式の発行を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 昭 夫 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年１月29日

メビックス株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 仲澤 孝宏   

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小林 昭夫   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメビッ

クス株式会社の平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成18年５月１日から平

成18年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、メビックス株式会社の平成18年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年５月１日

から平成18年10月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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